
資料１－４ 

建築確認手続の円滑化に関する最近の取組について 
 

国土交通省住宅局建築指導課 

（１）構造計算プログラムの大臣認定 

○(株)ＮＴＴデータの構造計算プログラムについて、指定性能評価機関である(財)日本

建築センターの電算プログラム審査委員会での性能評価を踏まえ、２月２２日に第１

号の大臣認定。３月２５日から販売開始。 

○現在、その他４社の構造計算プログラムについて、指定性能評価機関における性能

評価の手続きが進んでいるところ。 

 

（２）構造計算適合性判定員の増員の促進 

○２月１８日に追加実施した構造計算適合性判定員の講習会の修了者３１９名等につい

て、３月１４日に、各都道府県等に対し、構造計算適合性判定員候補者の追加名簿

の通知を行い、判定員の増員を促進。 

 

（３）図書省略認定制度を活用した建築確認手続の簡素化 

○沖縄県では、戸建住宅を含め、鉄筋コンクリート造の建物が大半を占め、また、ピロテ

ィ形式（１階が壁のない構造形式）の建物が多いため、他の地域と比較して、高度な

構造計算が必要となり、構造計算適合性判定の対象となる建物の割合が高い。この

ため、「図書省略認定制度」を活用して、鉄筋コンクリート造の戸建住宅等について建

築確認手続を簡素化。（３月２８日に２階建以下を対象とした第１弾の認定。引き続き、

４月３０日に３階建以下を対象としたより広範な設計を可能とする第２弾の認定） 

○（社）日本鋼構造協会において、３階建て以下の鉄骨造の店舗、事務所等を対象とし

た図書省略認定に向けて準備中。 

 

※図書省略認定制度 

国土交通大臣があらかじめ安全であると認定した構造方法の建物について、通常

の構造計算書の代わりに国土交通大臣が指定した簡単な計算書をもって確認申請

図書とすることができる制度。認定を受けた構造方法の建物については、構造計算に

係る審査を簡略化することが可能となり、構造計算適合性判定についても不要。 

 

（４）計画変更に係る確認を要しない軽微な変更の取扱い 

○昨年１１月１４日の建築基準法施行規則の改正により、間仕切りや開口部の変更であ

って構造安全性や防火・避難性能が低下することのないもの等を「軽微な変更」として

取り扱うこととしたところ。 

○さらに、現在、建築設備や非構造部材等の「軽微な変更」についても、実務者が明確

に判断できるように同施行規則の改正を検討中。（３月２２日～４月２０日、パブリックコ

メントを実施） 



資料１－４ 
（５）既存建築物における増築工事の円滑化 

○今回の改正に際して、不適切な構造設計を禁止するため、構造基準の見直しが行わ

れた結果、いわゆる新耐震基準に適合する建築物であっても、現行法令に適合しな

い既存不適格建築物となる場合が生じ、既存建築物に増築をする際には、既存部分

の大規模な改修工事等を要する場合があることから、経済的な理由等で増築工事が

阻害（凍結）されているという指摘。 

○増築の際に同時に既存部分の改修を行うことが困難な場合には、増築部分を工事し

た後に既存部分を段階的に改修できる「全体計画認定制度」を弾力的に運用すること

とし、４月１７日に運用方針を示したガイドラインを特定行政庁に通知。 

○一定の耐震性（いわゆる新耐震基準）が確保され、既存部分と増築部分がエキスパン

ションジョイント等で分離されている既存建築物については、既存部分の改修工事を

将来の維持保全や機能向上のための大規模な改修工事等に併せて合理的に行える

よう、原則５年以内としていた全体計画期間をより長期間でも認められるように見直し。 

 

※全体計画認定制度 

増改築を行う場合、特定行政庁による全体計画の認定を受ければ、最終的に建築

物全体で建築基準法令に適合するよう、段階的に改修工事を行うことができる制度。 


